
資料３－１および６に関連して、日本の自主的取り組みの理論的位置づけ
についてコメントする。

日本の自主的取り組みは、実践としては優れたものであったが、理論的な
整理はまだ十分になされていない。それについてここで一つの見方を説明
する。＠
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よく海外で誤解されているが、日本は自主的取り組み（VA)しか実施してい
ないわけではない。

IPCC 第５次評価でも、Stern reviewでも、いま学界では政策パッケージを
３本の柱で理解する。すなわち、①経済合理的な活動の推進、②炭素価
格づけと、③技術開発等である。

この３分類でいえば、多くの場合、日本の自主的取り組みは、省エネ法等
と並んで、経済合理的な活動を促進する第１の柱に属すると理解できる。
＠
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これは、最近英国のグラッブらが出版した本である。

「３本柱」による温暖化防止政策の分類が、学界で用いられていることの
具体例として紹介する。＠
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以下では、３本柱を順に見ていこう。

温暖化対策を推進する場合、３本柱のうちの一つ、エネルギー価格が適
切でなければならない。

日本については、エネルギー価格は高い水準にあることが、グラッブらの
この本でも明瞭である。なお、わざわざ海外の文献を使ったのは、誰が見
てもロバストな事実だということを示したかったからである。

従って、日本のエネルギー価格は、温暖化対策という観点からみればすで
に及第である。

さらなる課税には、国民経済など他の政策目的を損なう懸念から、慎重に
ならざるを得ない。＠
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また日本は、省エネ法などの、法律による経済合理的な省エネの推進も
進んでいる。

これは過去に大きな成果があった。一方で、その代償でもあるが、今後は
、政策の費用対効果は飽和傾向にならざるをえない。

このため、さらなる規制の強化は、経済効率の低下という「政府の失敗」を
招くリスクが高まりつつある。

＊なおここで、「政府の失敗」とは経済学の術語であり、短期的な政治的
影響等の理由によって政府の活動が国民経済を損なう形で実施されるこ
とを指す。特定の政府部門ないし職員を批判する意図はない。＠
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「規制が一巡した」日本の状況において、自主的取り組みには重要な役割
がある。

企業は、図中の曲線が示す「効率性のフロンティア」にあって費用最小の
状態になるように常に努力するが、現実にはそうなっていないことが多い。

それを、一定程度助けるのが省エネ法などの規制である。

ただ、それでも十分ではないことが多い。

そこで、業界を挙げて企業の省エネ活動を促進し、「費用最小」にするのを
助けるのが、自主的取り組みの役割である。＠
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自主的取り組み（VA）について、欧州では異なる認識もあった。欧州の文
献では、「VAが暗黙に炭素価格を付けるもの（第２の柱）」だと認識するも
のがあった。実際に欧州のVAはそのような制度設計思想になっているも
のもあった。かかる認識のもとでは、フリーライダーへの罰則や、目標未達
時の罰則など、とかく罰則が必要、といった議論の流れになる。

だがこれは日本のVAには当てはまらない。日本のVAは、おおむね、経済
合理的な範囲での最大限の効率改善を図るものであり、第１の柱に属す
る。この認識が重要である。この認識にたつと、VAに参加しない企業はせ
いぜい損をするだけなので、フリーライダーという批判はあたらない。また
今回の評価・検証においても、目標の未達については「説明責任を求める
（が、罰則は課さない）」という形になっており、これも適切である。罰則は、
VAへの積極的な取り組みを阻害するため、かえって有害だろう。

なお経営の実際では、第１の柱と第２の柱の間はあいまいな領域がある。
そこを企業が最大限探求して更なる温暖化対策の深堀りをできるようにす
るのもVAの重要な役割である(Thollander & Palm 2012) 。これは規制で
代替することは不可能であろう。＠
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結論。日本における、自主的取り組みの役割は、以下のように理論的に
整理できる：

A． エネルギー価格がすでに高く、また、

B. 法律による規制も一巡した、

という日本の状況において、自主的取り組みは、

①更なる温暖化対策を経済合理的な形で促進する

のみならず、

②政府の失敗を避ける

ことのできる政策手段(policy instruments)であって、日本の政策パッケー
ジの中で重要な役割を占めている。＠
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